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１ 

上昇傾向にある 

（％） 

（資料：厚生労働省・同兵庫労働局「一般職業紹介状況」） 

図表９【現金給与総額(兵庫県)及び春闘賃上げ率(全国)の推移】 

（７）賃 金 

（H27＝100） 

図表８【有効求人倍率（兵庫県）】 

（８）倒 産 

（倍） 

図表７【消費支出・消費者物価指数（神戸市）】 

図表１【ＧＤＰ成長率（兵庫県・全国）】 

＜H30年度県内総生産（速報値）＞ 

 名目：21.2兆円  前年度比0.1％増（国0.5％増）2年連続プラス 

（実質：20.7兆円  前年度比0.3％増（国0.7％増）2年連続プラス） 

（資料：県統計課「四半期別兵庫県内ＧＤＰ速報」） 

 

図表６【神戸港輸出額】 

（資料：日本銀行神戸支店「県内企業短期経済観測調査」） 

 

（対前年同月比）

（資料：神戸税関｢神戸港貿易概況｣） 

（３）鉱工業生産 

（５）消 費 

一部に弱めの動きがあるが、緩やかに持ち直している 

図表10【企業倒産件数（兵庫県）】 緩やかに持ち直している 

低い水準で推移している 

図表５【鉱工業生産指数（兵庫県）】 

（４）輸  出 

（２）設備投資 

足もと弱含んでいる 

（資料：県統計課「毎月勤労統計調査地方調査」、日本労働組合総連合会公表資料）

１ 現下の県経済・雇用情勢 
高水準で推移している （６）有効求人倍率 

（資料：県統計課「四半期別兵庫県内ＧＤＰ速報」） 

 

（件） 

バブル期を超える水準にまで上昇 

図表２【実質ＧＤＰ 増加寄与度】 

（月） 

兵庫県の経済・雇用の現状 

（資料：東京商工リサーチ「兵庫県企業倒産状況」） 

 

（１）ＧＤＰ 

（資料：県統計課「鉱工業指数」） 

 

（年） 

消
費
者
物
価
指
数 

プラスで推移している 

消
費
支
出 

（消費支出は二人以上の世帯）        （資料：総務省「家計調査」、「消費者物価指数」） 

 

阪神・淡路大震災 

大手金融機関

の連鎖破綻 

（年度） 

１ 本県の経済・雇用情勢は、一部に弱めの動きがみられるものの、基
調としては緩やかに拡大している。 

２ 労働需給の引き締まりや所得環境の改善とともに、企業の設備投
資も堅調に推移している。 

図表４【設備投資額の増減率（兵庫県）】 

 

リーマンショック 

（H27＝100） 

１ 

資料３ 

（％） 
図表３【実質ＧＤＰ 民間需要寄与度の内訳】 

（対前年同期比） 

（対前年同期比） 

（％） （対前年度比） 

（対前年同月比） 



 

 

 

 

 

 

図表 11【ＧＤＰの産業別構成】 

 

図表 12【県内の産業別就業者数の変化】 

 

図表 13【中小企業の占める割合(事業所数、従業者数)(兵庫県、H28)】 

区分 

事業所数（か所） 従業者数（人） 

総数 中小事業所 (b/a) 総数 中小事業所 (d/c) 

(a) (b) (％) (c) (d) (％) 

全産業 213,519 211,199 98.9 2,195,891 1,692,739 77.1 

 建設業 16,851 16,849 100.0 110,137 108,595 98.6 

製造業 18,155 18,007 99.2 404,201 289,869 71.7 

卸売、小売業 54,143 53,266 98.4 449,366 346,797 77.2 

飲食店、宿泊業 29,188 28,906 99.0 206,806 179,574 86.8 

生活関連サービス
業、娯楽業 

18,423 18,379 99.8 96,619 88,246 91.3 

医療、福祉 18,964 18,530 97.7 321,523 216,366 67.3 

その他 57,795 57,262 99.1 607,239 463,292 76.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14【移輸出超過産業（兵庫県、H27）】 

  
 

図表 15【産業別生産額の変化（兵庫県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 16【開業率・廃業率の推移（兵庫県、大阪府、全国）】 

   

 

図表 17【開・廃業率の国際比較】 

 

図表 18【地場産業の生産額等（H27）】 

 

図表 19【商店街・商店数の推移（兵庫県）】 

 

図表 20【農業産出額、農家数の推移（兵庫県）】 
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生産金額
（百万円）

企業数 全国順位 全国ｼｪｱ（％）

清 酒 104,344 75 １位 24.0

ｹ ﾐ ｶ ﾙ ｼ ｭ ｰ ｽ ﾞ 29,030 68 ２位 15.1

播 州 織 23,654 182 ３位 12.4

皮 革 14,332 274 １位 44.5

利 器 工 匠 具 20,952 154 ４位 12.2

手 延 素 麺 15,494 450 １位 41.7

釣 針 11,313 69 １位 79.1

線 香 11,401 15 １位 40.2

豊 岡 か ば ん 10,581 61 １位 32.8

靴 下 7,305 64 ３位 6.9

真 珠 加 工 4,076 73 ２位 33.0

粘 土 瓦 3,039 81 ３位 9.6

地 場 産 業

36,797 

33,384 

32,394 
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農業産出額 総農家数

業  種 
生  産  額 

H17 H23 増減額（率） 

増

加

業

種 

鉄鋼 2,157 3,106 949(＋44%) 

医療・福祉 1,991 2,546 555(＋28%) 

化学製品 1,139 1,332 194(＋17%) 

情報通信 710 849 138(＋19%) 

対事業所サービス 1,435 1,565 130(＋ 9%) 

減

少

業

種 

金属製品 752 577 ▲ 175(▲23%) 

輸送機械       1,148 961 ▲ 187(▲16%) 

電子部品 786 349 ▲ 437(▲56%) 

金融・保険 1,481 1,041 ▲ 440(▲30%) 

建設 2,289 1,569 ▲ 720(▲31%) 

 

２ 本県産業の構造と現状 

(県経営商業課調べを基に県産業政策課作成) 

２ 県内産業の状況 
(1) 地域外から需要を獲得する移出型産業(「稼ぐ」産業)は、製造

業が中心。生産額はｻｰﾋﾞｽ業も伸びを示している。(図表 14､15) 
(2) 開業率は全国を上回る水準で推移(図表 16) 
(3) 清酒、皮革など全国上位のｼｪｱを誇る地場産業が集積(図表 18) 
(4) 約 20 年間で商店街数は約 3割、商店街等内の商店数は約 4割減

少(図表 19) 
(5) 県内の農業生産額は横ばい、農家数は減少傾向。（図表 20） 

１ 産業構造の変化 

(1) かつて県内 GDP の 1/3 を占めていた製造業のｼｪｱが低下し、ｻｰﾋﾞ
ｽ業(宿泊・飲食、教育・学習支援、医療・福祉、生活関連・娯楽
等)の構成比が上回っている。第 3次産業が 7割を超える水準ま
で上昇。(図表 11) 

(2) 就業者数も、サービス業が大幅に増加。(図表 12) 
(3) 企業規模では、中小事業所の割合が高く、事業所数で 98.9％、

従業者数では 77.1％を占めている。(図表 13) 

(県統計課「兵庫県産業連関表」を基に県産業政策課作成) 

（「市町民経済計算」より県統計課試算） 

(総務省・経済産業省「経済ｾﾝｻｽ-活動調査」、各産地組合調査) 

(総務省「国勢調査」) 

(内閣府「国民経済計算」、県統計課「兵庫県民経済計算」) 

※中小事業所：常用雇用者が、卸売業、サービス業は 100 人未満、小売業及び飲食店は 50 人未満、 
製造業その他は 300 人未満 

（資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」） 
(農林水産省「農林業センサス」「生産農業所得統計」) （資料：厚生労働省「雇用保険事業統計」を基に県産業政策課作成） 

２ 

〔開業率及び廃業率〕 

〔開業率－廃業率〕 

(商店数) (商店街等数) 

(農家数：戸) (農業産出額：億円) 

〔開業率〕 〔廃業率〕 (％) (％) 

(中小企業庁「中小企業白書」) 



 

 

 

 

 

 

 

 

図表 21【人口推移の見込み（兵庫県）】 

図表 22【人口転出入の推移（兵庫県）】 

 

図表 23【年齢別の転出入の推移（兵庫県）】 

 

 

 

 

 

 

 

図表 24【生産年齢人口及び拡大生産年齢人口の推移見込み（兵庫県）】 

 

 

図表 25【有効求人倍率と就職率・充足率推移（兵庫県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 26【雇用人員判断 DI（兵庫県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 27【職業別新規求人数、新規求職数（兵庫県、H30）】 

 
    

 

 

図表 28【主要業種の年間賃金比較（兵庫県、H29）】 

 

図表 29【県内地域別求職数・求人数、地域別求人賃金（H30）】 
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３ 人口構造の変化と労働力不足の深刻化 
 

(兵庫労働局の資料を基に県産業政策課作成) 

(兵庫労働局の資料を基に県産業政策課作成) 

２ 生産年齢人口の減少と労働力需給のミスマッチ 

(1) 人口減少・高齢化により、生産年齢人口が減少。拡大生産年齢人
口は 2040 年まで 2015 年の生産年齢人口を上回る推計(図表 24) 

(2) 有効求人倍率はバブル期を超える水準。生産工程や販売など多く
の職種で求人超過である一方、事務職は求職が超過し、雇用のミ
スマッチが生じている。(図表 25､26､27） 

(3) 求人超過の業種では賃金水準も低い傾向がある。(図表 28) 
(4) 地域別では、淡路、中播磨、丹波地域で求人超過割合が高い。 

また、阪神、神戸地域の賃金が高くなっている。(図表 29) 

１ 人口減少・少子高齢化の進展と若年世代の流出 

(1) 総人口は、2009 年 11 月(560 万 478 人)をピークに減少。現在の
出生率及び転出入の趨勢が続いた場合、2060 年の県人口は 366
万人となる見込み。「兵庫県地域創生戦略」の推進により、450 万
人に維持することを目標としている。(図表 21) 

(2) 近年、転出者が転入者を上回る社会減の状況に陥っており、
6,000～7,000 人程度の転出超過が続いている。(図表 22) 

(3) 特に 20 歳代の転出超過が拡大している。(図表 23) 
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図表 30【外資系企業の本社数】 

 
〔県内外資系企業の業種別内訳(H30)〕 

 

図表 31【県内企業の海外進出件数】 

 
図表 32【外国人労働者数の推移（兵庫県）】 

 

図表 33【外国人労働者数の国籍別構成比（兵庫県、H30）】 

  

 

 

 

 

 

 

図表 34【観光入込客数（兵庫県）】 

  

図表 35【地域別観光入込客数（H29）】 

 

図表 36【日帰り・宿泊の状況（H29）】 図表 37【目的別入込の状況（H29）】 

  

図表 38【外国人旅行者数（兵庫県・大阪府・京都府・奈良県）】 

 

図表 39【外国人旅行者の延べ宿泊者数（兵庫県・大阪府・京都府・奈良県）】 

ｓ 

図表 40【宿泊施設の客室稼働率(H30)】 

 

図表 41【出入国空港別の外国人旅行者訪問地・訪問者数(H28)】 
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４ 国際化の進展と交流人口の拡大 
 

(観光庁「宿泊旅行統計調査」) 

２ ツーリズムの状況 
(1) 観光入込客は H29 に過去最高を記録(1 億 3,905 万人)するなど、増

加傾向にある。地域別では、神戸・阪神地域で約半数を占めている。
(図表 34､35) 

(2) 入込客のうち宿泊客は約 10％であり、旅行目的は「ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮ
ﾝ」が最も多く、「歴史・文化」、「ｲﾍﾞﾝﾄ」が続く。(図表 36､37) 

(3) 外国人旅行者については、旅行者数、宿泊者数ともに増加している
ものの、近隣の大阪府、京都府を下回る。(図表 38､39) 

(4) 宿泊施設の稼働率は全国平均を下回っている。(図表 40)また、東京、
箱根・富士山、京都、大阪といういわゆる“ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾙｰﾄ”を巡る外
国人旅行客の訪問が少ない。(図表 41) 

１ 国際化の状況 
(1) 県内に本社を置く外国・外資系企業は 86社で、近年微増

傾向にある。(図表 30) 
(2) 県内企業の海外進出は増加傾向にあり、特にアジア地域

への進出数が伸びている。(図表 31) 
(3) 県内の外国人労働者は約 3.5 万人で、国籍別ではベトナ

ムが約４割を占めている。(図表 32、33) 

（兵庫県観光客動態調査） 

(県国際経済課調べ) 

(東洋経済新報社「外資系企業総覧」) 

(国土交通省「訪日外国人流動ﾃﾞｰﾀ」を基に県産業政策課作成) 

(厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況まとめ」) 

(厚生労働省「外国人雇用状況

の届出状況まとめ」) 

（観光庁「訪日外国人消費動向調査」） 

（兵庫県観光客動態調査） 

（兵庫県観光客動態調査） （兵庫県観光客動態調査） 

〔出入国とも関西国際空港〕 〔成田・羽田空港及び関空から出入国〕 

（観光庁「宿泊旅行統計調査」） 

４ 

(％) 

(単位：人) 

(社) 


